
令 和 3 年 度

第 1 回 理事会議案書

一般社団法人 滋賀県防火保安協会連合会
〒 520-0044　大津市京町四丁目 3 番 28 号

T E L　0 7 7 - 5 2 1 - 3 9 2 1

と　き：  令和 3 年 5 月 7 日（金） 
午後 2 時 00 分〜午後 3 時 30 分

ところ：  滋賀県危機管理センター　会議室 
大津市京町 4 丁目 1 - 1 
TEL　0 7 7 - 5 2 8 - 3 4 3 8
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第 ３ 号 議 案 令和３年度定時総会について

令和３年度「収支予算書」について

報 告 事 項 １

閉 会

そ の 他

令和３年度「事業計画書」について

報 告 事 項 ２

令和２年度「計算書類」の承認について

議事録署名人選出

第 ２ 号 議 案

理 事 会 次 第

開 会

会 長 挨 拶

令和２年度「事業報告」の承認について

議 題

理事会成立報告

第 １ 号 議 案
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１　  議題

第１号議案　　令和２年度「事業報告」の承認について

第２号議案　　令和２年度「計算書類」の承認について

（1）　　貸借対照表

（2）　　正味財産増減計算書

（3）　　財務諸表に対する注記

第３号議案　　令和３年度定時総会について

令和３年度の定時総会については、「令和３年度定時総会の招集（案）」のと

おり決定することについて承認を求める。

報告事項２　　令和３年度「収支予算書」について

　　令和２年度の「事業報告」については、別記のとおりであり承認を求める。

　　令和２年度の決算については、次の計算書類のとおりであり承認を求める。

（4）　　附属明細書

報告事項１　　令和３年度「事業計画書」について
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消防法第１３条の２３の規定に基づく危険物取扱者に対する保安に関する講習

の事務を知事から受託し実施した。

講 習 会 場 　　県内　９会場（前期０会場、後期９会場）

講習実施日

前期 新型コロナウイルス感染症拡大防止の為、中止

令令 和和 ２２ 年年 度度 事事 業業 報報 告告

令令和和３３年年３３月月3311日日

危険物取扱者、消防設備士、消防設備点検資格者の法定講習及び講習関連テキス

トの斡旋並びに消防用設備等点検制度、防火対象物点検制度、地下タンク等・移動貯

蔵タンク定期点検制度の普及推進を行うとともに防火思想及び危険物災害防止の普

及啓発事業を実施し、事故及び災害の防止と公共の安全に寄与した。

　法定講習

危険物取扱者保安講習（法定講習）の実施

後期 令和２年９月５日（土）から１１月１０日（火）のうち　延べ３５回

受講申請者数及び受講者数

区分
申 請 者 数 受 講 者 数

前期 後期 計 前期 後期 計

給取 0 347 347 0 340 340

1,690

計 0 2,055 2,055 0 2,030 2,030

一般 0 1,708 1,708 0 1,690

令和２年９月９日（水）・９月１０日（木）の２日間

消防設備士講習（法定講習）の実施

消防法第１７条の１０の規定に基づく消防用設備等の工事または整備に関する

講習の事務を知事から受託し実施した。

講 習 会 場 守山市 湖南広域消防局北消防署

栗東市 栗東芸術文化会館さきら

講習実施日 令和２年９月７日（月）・９月１１日（金）の２日間
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受講申請者数及び受講者数

区　　分 申請者数 受講者数

消 火 設 備 （ 守 山 ） 40 40

計 223 222

消防設備点検資格者本講習（法定講習）の実施

消防法第１７条の３の３の規定に基づく消防設備点検資格者の資格取得講習の

事務を(一財)日本消防設備安全センターから受託し実施した。

講 習 会 場 　大津市　　県危機管理センター

警 報 設 備 （ 栗 東 ） 144 143

避 難 設 備 ・ 消 火 器 （ 守 山 ） 39 39

第１種 55 52

第２種 55 49

講習実施日 　第１種　令和３年１月１３日（水）～令和３年１月１５日（金）

　第２種　令和３年１月２０日（水）～令和３年１月２２日（金）

受講申請者数及び受講者数

区　分 申請者数 受講者数

消防設備点検資格者再講習（法定講習）の実施

消防法施行規則第３１条の７第２項の規定に基づく消防設備点検資格者の再講

習の事務を(一財)日本消防設備安全センターから受託し実施した。

講 習 会 場 大津市　　県危機管理センター

講習実施日 第１種 令和２年１２月１６日（水）

再考査(1種) 0 0

計 110 101

第２種 72 69

計 144 141

第２種 令和２年１２月１７日（木）

受講申請者数及び受講者数

区　分 申請者数 受講者数

第１種 72 72

　講習関連テキストの斡旋

危険物取扱者試験の受験者等に(一財)全国危険物安協会が発行するテキストを斡
旋した。

　　 　       １，４５８冊 　　　　　　　　　　　                                  (第４四半期まで)
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　点検を適正に行うことができる要件を満たし、登録された会員に点検表示ラベル

を交付して、点検実施者の責任の明確化、点検の確実な履行を図ることにより、

消防法に基づく適正な点検の実施を推進した。（全国統一制度）

  消防用設備等点検制度の普及推進

消防用設備等点検済表示制度推進

消防用設備等点検済証（点検ラベル）の交付（令和3年3月31日現在）

計 459,328 14,671,050

　また、移動式粉末消火設備の点検基準等の一部改正に伴い、平成28年6月1日

から加圧用ガス容器の容器弁開放点検の実施後に貼付する「容器弁バルブ類点

検済証」の発行が開始され、交付することとした。（1枚25円）　全国一律ラベル

　　　　設　備　係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　秋　山　尚　樹　氏

区　　　分 枚　数 金　額（円）

　　交付実績（令和3年3月31日現在）　610枚、　　15,250円

消防用設備等点検済表示管理委員会の開催

消 火 器 337,900 7,075,180

消 火 器 以 外 121,428 7,595,870

令和２年８月２５日（火）に大津市 滋賀県危機管理センター １階会議室で

開催し、事業運営状況等について報告し、推進方策等の検討をした。また、

表示登録会員申請書の第４号様式の変更等（「消防用設備等点検済表示制

度運用細則」様式の一部改正）を確認した。

消防用設備等点検済表示登録会員実務研修会の開催

令和２年１１月２７日（金）に、大津市 滋賀県危機管理センターで開催し、

点検実施者の意識の高揚と点検技術の向上を図った。

　《出席者》鹿野副会長、ラベル登録会員　２６名、県担当者１名、

　　　　　　　消防機関職員１０名、事務局２名の合計４０名

・「最近における予防行政の動向」について

総務省消防庁予防課
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・「警報設備の点検業務実施上の留意事項」について

一般社団法人　日本火災報知機工業会関西支部　設備委員会

　　　　委　員　長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成　川　敬　太　氏

消防設備業総合保険の広報と加入促進

(一財)日本消防設備安全センターが取りまとめている消防設備業総合保険

の加入受付をした。(１号会員）

　消防用設備等点検済表示登録会員　　４６ 社が更新加入申込をした。

点検実施者及び防火対象物の関係者に対して、この制度に対する認識を

高めるよう広報活動をした。

・「登録更新申請手続について」等　連合会事務局より諸連絡

消防用設備等点検済表示制度の更新登録１６事業所（１号会員 １６社）に

会員証を交付した。

　その結果、３月末現在で、　１号会員　　５７社　２号会員　　６社　となる。

・ 制度の普及促進について、各県有施設管理者および各市町長ならびに

各市町教育長に対して、連合会発行全国統一ラベルの貼付についての昨年

に続き「お願い」文書を送付した。なお、今年度も、県・県教育委員会の施設

管理者に対して、直接持参のうえ、制度の周知徹底を図った。

・　制度の普及促進について、各地区協会等の広報資料に掲載依頼をした。

防火対象物点検制度推進

(一財)日本消防設備安全センターが交付する防火セイフティマーク等の交付手

続きをした。
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防火基準点検済証

防火優良認定証

防災基準点検済証

防火・防災基準点検済証

文字プレート

防災優良認定証

セイフティマークの交付　　（令和３年３月３１日現在）

区　　　分 交付数量

ウ　　地下タンク等、移動貯蔵タンク定期点検事業者認定申請事項の軽微な変更
　　届出書の進達。（0件）

地下タンク等及び移動貯蔵タンクの点検済証の交付

（令和３年３月３１日現在）

区　　分 地下タンク等 移動貯蔵タンク

防火・防災優良認定証

合　　　計

地下タンク等・移動貯蔵タンク定期点検制度

（一財）全国危険物安全協会から「地下タンク等及び移動貯蔵タンクの定期点検

実施制度に関する規定」に基づく業務の一部を受託し実施した。

ア　　地下タンク等定期点検事業者認定申請書の進達。（0件）

イ　　地下タンク等定期点検事業者再認定申請書の進達。（0件）

　防火思想及び危険物災害防止の普及啓発

防火意識高揚推進事業（創立４５周年記念式典）

「危険物」を中心とした防火に関する意識高揚のための防火意識高揚推進

大会を創立４５周年記念式典にあわせて開催した。

　第３１回防火意識高揚推進大会　「令和３年２月２日（火）」

 於　大津市　びわ湖大津プリンスホテル

《出席者》　１３４名

交付枚数 300 520

表彰式

知事表彰 個人　３名 事業所　７所 　感謝状　１名

個人　９名 事業所１５所 　感謝状１３名連合会長表彰
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　地区協会・設備協会との連携

各地区協会が実施する防火思想及び危険物災害防止の普及啓発並びに

危険物取扱者の養成を図る事業について、一定額の助成をした。

各地区協会・各設備団体が実施する各種法定講習受講促進事業につい

て、一定額の助成をした。

　消防庁長官表彰受賞者、（一財）日本消防設備安全センター理事長表彰

受賞者、（一財）全国危険物安全協会理事長表彰受賞者の披露と伝達を行

なった。

表彰伝達

令和２年１０月１２日（月）

「令和２年秋季全国火災予防運動の実施について」 (11月9日(月)～15

(日)）

総務省消防庁次長から、

徹底の協力依頼があり、会員及び消防用設備等点検済表示登録会員あ

通知した。

　ホームページによる普及啓発

・　講習会をはじめとする各種事業の案内等をスピーディーに掲載するとと

　　もに、事業や業務の情報開示を行った。

各地区協会・各設備団体が実施する消防用設備等各種点検制度の普及

啓発等の事業について、一定額の助成をした。

　その他の普及啓発

　（一財）日本消防設備安全センターからの依頼文書の周知を実施した。

令和２年６月３０日（火）

　「建築保全業務技術者等賃金調査」御協力のお願い

国土交通省大臣官房官庁営繕部から、「建築保全業務技術者等賃金

査」の協力について、

協力依頼があり、各消防用設備等点検済表示登録会員あて送付した。

調

(一財)日本消防設備安全センターを通じ周知徹底の

日

(一財）日本消防設備安全センターを通じ、 周知

て
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（３）　各種会議への出席

（一財）全国危険物安全協会及び（一財）日本消防設備安全センターが主催す

る各種会議並びに近畿ブロックの危険物協会及び消防設備協会の各種会議が、

今年度はコロナウィルス感染拡大防止のため開催中止となったが、書面やメール

等により関連業務の推進、運営に対する情報収集に努めた。

　その他

（１）　滋賀県消防長会の各種事業への協力支援

滋賀県消防長会が実施する消防救助技術指導会や消防研究会など５事業に

対し協力・支援した。

（２）　各種事業への協力支援

　　各地区防火保安協会等が行う一部事業に対して協力・支援した。

　表彰（創立４５周年記念式典）

知事表彰

連合会長表彰

個人　３名

個人　９名

事業所　７所

事業所１５所

　感謝状　１名

会員事業所等の防火管理及び危険物取扱並びに消防用設備等の安全に

対する意識の高揚を図るために、防火保安功労者個人表彰と優良事業所表

彰等を行い、その功績を顕彰した。 なお、表彰は創立４５周年記念式典の

席上で実施した。

　感謝状１３名

（表彰伝達）

消防庁長官表彰 個人　２名

（一財）日本消防設備安全センター
理事長表彰

（一財）全国危険物安全協会
理事長表彰

個人　３名 事業所　２所

事業所　１所
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法　人　名：一般社団法人　滋賀県防火保安協会連合会 第2号議案

（単位：円）

科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　 　減

Ⅰ  資産の部

   1. 流動資産

          小口現金 30,000 30,000 0

　　　　　普通預金 26,190,970 21,565,620 4,625,350

　　　　　現金預金 26,220,970 21,595,620 4,625,350

          未収金 879,502 1,864,738 △ 985,236

          貯蔵品 275,690 175,981 99,709

          仮払金 458,300

        流動資産合計 27,834,462 23,636,339 4,198,123

   2. 固定資産

     (1)基本財産

        基本財産合計 0 0 0

     (2)特定資産

          退職給付引当金預金（特） 0 1,975,500 △ 1,975,500

        特定資産合計 0 1,975,500 △ 1,975,500

     (3)その他固定資産

          什器備品 0 0 0

          電話加入権 144,000 144,000 0

        その他固定資産合計 144,000 144,000 0

        固定資産合計 144,000 2,119,500 △ 1,975,500

        資産合計 27,978,462 25,755,839 2,222,623

Ⅱ  負債の部

   1. 流動負債

　　　　　未払金 4,210 138,000 △ 133,790

          預り金 176,498 150,394 26,104

        流動負債合計 180,708 288,394 △ 107,686

   2. 固定負債

          退職給付引当金 0 1,975,500 △ 1,975,500

        固定負債合計 0 1,975,500 △ 1,975,500

        負債合計 180,708 2,263,894 △ 2,083,186

Ⅲ  正味財産の部

   1. 指定正味財産

   2. 一般正味財産 27,797,754 23,491,945 4,305,809

        (うち特定資産への充当額) (0) (0) (0)

        正味財産合計 27,797,754 23,491,945 4,305,809

        負債及び正味財産合計 27,978,462 25,755,839 2,222,623

貸借対照表

令和 3年  3月 31日 現在

法　人　名：一般社団法人　滋賀県防火保安協会連合会 第2号議案

（単位：円）

科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　 　減

Ⅰ  資産の部

   1. 流動資産

          小口現金 30,000 30,000 0

　　　　　普通預金 26,190,970 21,565,620 4,625,350

　　　　　現金預金 26,220,970 21,595,620 4,625,350

          未収金 879,502 1,864,738 △ 985,236

          貯蔵品 275,690 175,981 99,709

          仮払金 458,300

        流動資産合計 27,834,462 23,636,339 4,198,123

   2. 固定資産

     (1)基本財産

        基本財産合計 0 0 0

     (2)特定資産

          退職給付引当金預金（特） 0 1,975,500 △ 1,975,500

        特定資産合計 0 1,975,500 △ 1,975,500

     (3)その他固定資産

          什器備品 0 0 0

          電話加入権 144,000 144,000 0

        その他固定資産合計 144,000 144,000 0

        固定資産合計 144,000 2,119,500 △ 1,975,500

        資産合計 27,978,462 25,755,839 2,222,623

Ⅱ  負債の部

   1. 流動負債

　　　　　未払金 4,210 138,000 △ 133,790

          預り金 176,498 150,394 26,104

        流動負債合計 180,708 288,394 △ 107,686

   2. 固定負債

          退職給付引当金 0 1,975,500 △ 1,975,500

        固定負債合計 0 1,975,500 △ 1,975,500

        負債合計 180,708 2,263,894 △ 2,083,186

Ⅲ  正味財産の部

   1. 指定正味財産

   2. 一般正味財産 27,797,754 23,491,945 4,305,809

        (うち特定資産への充当額) (0) (0) (0)

        正味財産合計 27,797,754 23,491,945 4,305,809

        負債及び正味財産合計 27,978,462 25,755,839 2,222,623

貸借対照表

令和 3年  3月 31日 現在
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法　人　名：一般社団法人　滋賀県防火保安協会連合会

（単位：円）

科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　 　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部
   1. 経常増減の部
     (1)経常収益
          特定資産運用益
            退職給付金積立金利息 167 155 12
          受取会費
            正会員受取会費収入 640,000 640,000 0
            ラベル登録会員受取会費収入 160,000 510,000 △ 350,000
            賛助会員受取会費収入 30,000 30,000 0
          受取会費計 830,000 1,180,000 △ 350,000
          事業収益
　　　　　　危険物講習受託事業収入 9,180,205 8,932,000 248,205
　　　　　　設備士講習受託事業収入 1,873,608 1,998,000 △ 124,392
　　　　　　点検資格者講習受託事業収入 2,043,800 1,470,460 573,340
　　　　　　消設点検済表示制度推進事業収入 14,686,300 14,095,084 591,216
　　　　　　点検従事者之証発行事業収入 0 3,600 △ 3,600
　　　　　　危険物等テキスト斡旋事業収入 1,926,883 2,214,980 △ 288,097
　　　　　　地下タンクラベル制度事業収入 119,200 278,200 △ 159,000
　　　　　　防火対象物点検制度事業収入 46,975 99,401 △ 52,426
          事業収益計 29,876,971 29,091,725 785,246
          受取補助金等
            滋賀県補助金収入 5,366,000 5,370,000 △ 4,000
            全国危険物安全協会助成金 919,390 682,360 237,030
            日消設安全センター助成金 399,917 378,323 21,594
          受取補助金等計 6,685,307 6,430,683 254,624
          受取負担金
            会議研修負担金収入 0 520,000 △ 520,000
            消防試験研究センター協賛 50,000 50,000 0
 　　　　　 45周年負担金等収入 0 0 0
          受取負担金計 50,000 570,000 △ 520,000
          雑収益
            受取利息 190 140 50
            雑収益 92,043 0 92,043
          雑収益計 92,233 140 92,093
        経常収益計 37,534,678 37,272,703 261,975
     (2)経常費用
          事業費
            給料手当 9,847,300 9,500,106 347,194
            退職給付費用 128,400 125,520 2,880
            福利厚生費 1,605,591 1,555,661 49,930
            旅費交通費 462,375 1,134,242 △ 671,867
            通信運搬費 516,533 550,963 △ 34,430
            消耗品費 7,029,248 7,202,455 △ 173,207
            消耗什器備品費 116,325 105,840 10,485
            修繕費 0 0 0
            印刷製本費 717,696 657,470 60,226
            光熱水料費 467,248 458,707 8,541
            賃借料 1,581,147 1,533,426 47,721
            保険料 149,871 142,450 7,421
            諸謝金 927,961 885,081 42,880
            租税公課 678,500 551,100 127,400
            支払負担金 1,063,520 1,330,986 △ 267,466
            広告料 863,190 868,132 △ 4,942
            会議費 54,599 217,887 △ 163,288
            講習会費 213,098 196,694 16,404
            期首たな卸高 175,981 146,383 29,598
            期末たな卸高 △ 275,690 △ 175,981 △ 99,709
          事業費計 26,322,893 26,987,122 △ 664,229
          管理費
            給料手当 2,461,826 2,375,026 86,800
            退職給付費用 32,100 31,380 720

正味財産増減計算書
令和 2年  4月  1日 から令和 3年  3月 31日 まで
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            福利厚生費 401,398 388,915 12,483
            会議費 98,637 416,738 △ 318,101
            交際費 0 70,000 △ 70,000
            旅費交通費 85,060 145,200 △ 60,140
            通信運搬費 61,869 60,995 874
            消耗什器備品費 199,077 147,960 51,117
            消耗品費 116,325 205,355 △ 89,030
            印刷製本費 111,092 113,076 △ 1,984
            光熱水料費 116,812 114,677 2,135
            賃借料 131,405 329,344 △ 197,939
            諸謝金 207,718 184,513 23,205
            租税公課 10,000 10,200 △ 200
            支払負担金 261,119 383,692 △ 122,573
            研修費 0 1,144,965 △ 1,144,965
 　　　　　 45周年記念式典事業費 891,838 0 891,838
          管理費計 5,186,276 6,122,036 △ 935,760
        経常費用計 31,509,169 33,109,158 △ 1,599,989
          評価損益等調整前当期経常増減額 6,025,509 4,163,545 1,861,964
          当期経常増減額 6,025,509 4,163,545 1,861,964
   2. 経常外増減の部
     (1)経常外収益
        経常外収益計 0 0 0
     (2)経常外費用
　　　　　   什器備品除却損 0 0 0
　　　　   　雑損失 0 0 0
        経常外費用計 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0
          税引前当期一般正味財産増減額 6,025,509 4,163,545 1,861,964
          法人税、住民税及び事業税 1,719,700 734,500 985,200
          当期一般正味財産増減額 4,305,809 3,429,045 876,764
          一般正味財産期首残高 23,491,945 20,062,900 3,429,045
          一般正味財産期末残高 27,797,754 23,491,945 4,305,809
Ⅱ  指定正味財産増減の部
          当期指定正味財産増減額 0 0 0
          指定正味財産期首残高 0 0 0
          指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ  正味財産期末残高 27,797,754 23,491,945 4,305,809
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合計

危険物講習事業 設備士講習事業 点検資格者講習事業 小計

Ⅰ  一般正味財産増減の部
   1. 経常増減の部
     (1)経常収益
          特定資産運用益
            退職給付金積立金利息 0 0 0 0 0 0
          受取会費
            正会員受取会費収入 0 0 0 0 0 0
            ラベル登録会員受取会費収入 0 0 0 0 0 0
            賛助会員受取会費収入 0 0 0 0 0 0
          受取会費計 0 0 0 0 0 0
          事業収益
            事業収益
　　　　　　　危険物講習受託事業収入 9,180,205 9,180,205 9,180,205
　　　　　　　設備士講習受託事業収入 1,873,608 1,873,608 1,873,608
　　　　　　　点検資格者講習受託事業収入 2,043,800 2,043,800 2,043,800
　　　　　　　消設点検済表示制度推進事業収入 0 0
　　　　　　　点検従事者之証発行事業収入 0 0
　　　　　　　危険物等テキスト斡旋事業収入 0 0
　　　　　　　地下タンクラベル制度事業収入 0 0
　　　　　　　防火対象物点検制度事業収入 0 0
          事業収益計 9,180,205 1,873,608 2,043,800 13,097,613 0 13,097,613
          受取補助金等
            滋賀県補助金収入 2,307,000 590,000 590,000 3,487,000 54,000 3,541,000
            全国危険物安全協会助成金 312,550 312,550 606,840 919,390
            日消設安全センター助成金 0 0 0
          受取補助金等計 2,619,550 590,000 590,000 3,799,550 660,840 4,460,390
          受取負担金
            会議研修負担金収入 0 0 0 0 0 0
　　　　　　消防試験研究センター協賛
　　　　　　45周年負担金等収入 0 0 0 0 0 0
          受取負担金計 0 0 0 0 0 0
          雑収益
            受取利息 0 0 0 0 0 0
            雑収益 0 0 0 0 0 0
          雑収益計 0 0 0 0 0 0
        経常収益計 11,799,755 2,463,608 2,633,800 16,897,163 660,840 17,558,003
     (2)経常費用
          事業費
            給料手当 5,292,923 1,354,004 1,354,004 8,000,931 123,091 8,124,022
            退職給付費用 69,015 17,655 17,655 104,325 1,605 105,930
            福利厚生費 863,008 220,768 220,768 1,304,544 20,069 1,324,613
            旅費交通費 190,155 49,320 0 239,475 5,000 244,475
            通信運搬費 186,045 62,130 49,108 297,283 10,666 307,949
            消耗品費 2,811,419 504,667 79,785 3,395,871 553,187 3,949,058
            消耗什器備品費 116,325 0 0 116,325 0 116,325
            修繕費 0 0 0 0 0 0
            印刷製本費 289,850 69,158 4,412 363,420 401 363,821
            光熱水料費 251,144 64,247 64,247 379,638 5,841 385,479
            賃借料 713,321 220,323 69,523 1,003,167 206,320 1,209,487
            保険料 25,380 0 0 25,380 0 25,380
            諸謝金 580,000 192,000 0 772,000 33,411 805,411
            租税公課 180,200 42,000 35,000 257,200 0 257,200
            支払負担金 0 0 0 0 1,063,520 1,063,520
            広告料 210,000 0 0 210,000 0 210,000
            会議費 50,443 0 0 50,443 0 50,443
            講習会費 107,889 32,283 56,577 196,749 0 196,749
            期首たな卸高 0 0 0
            期末たな卸高 0 0 0
          事業費計 11,937,117 2,828,555 1,951,079 16,716,751 2,023,111 18,739,862

科　　　　目

実施事業会計

法定講習事業
防火意識高揚推進

事業

法　人　名：一般社団法人　滋賀県防火保安協会連合会

正味財産増減計算書内訳表

令和 2年  4月  1日 から令和 3年  3月 31日 まで
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（単位：円）

表彰事業 合計
消防用設備等点検
表示制度推進事業

危険物等講習関連
テキスト斡旋事業 小計

0 0 0 0 0 0 167 167

0 0 0 0 0 0 640,000 640,000
0 0 0 0 0 0 160,000 160,000
0 0 0 0 0 0 30,000 30,000
0 0 0 0 0 0 830,000 830,000

0 0 9,180,205
0 0 1,873,608
0 0 2,043,800

14,686,300 14,686,300 14,686,300 14,686,300
0 0 0 0

1,926,883 1,926,883 1,926,883 1,926,883
119,200 119,200 119,200 119,200

0 46,975 46,975 46,975
14,805,500 1,926,883 16,732,383 46,975 0 16,779,358 0 29,876,971

537,000 107,000 644,000 54,000 54,000 752,000 1,073,000 5,366,000
0 0 919,390

399,917 399,917 399,917 399,917
936,917 107,000 1,043,917 54,000 54,000 1,151,917 1,073,000 6,685,307

0 0 0 0 0 0 0
50,000 50,000

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 50,000 50,000

0 0 0 190 190
0 0 0 92,043 92,043
0 0 0 0 0 0 92,233 92,233

15,742,417 2,033,883 17,776,300 100,975 54,000 17,931,275 2,045,400 37,534,678

1,230,913 246,183 1,477,096 123,091 123,091 1,723,278 0 9,847,300
16,050 3,210 19,260 1,605 1,605 22,470 0 128,400

200,699 40,141 240,840 20,069 20,069 280,978 0 1,605,591
213,450 0 213,450 0 4,450 217,900 0 462,375
184,870 5,210 190,080 2,546 15,958 208,584 0 516,533

1,802,907 1,226,438 3,029,345 43,592 7,253 3,080,190 0 7,029,248
0 0 0 0 0 0 0 116,325
0 0 0 0 0 0 0 0

348,861 802 349,663 401 3,811 353,875 0 717,696
58,406 11,681 70,087 5,841 5,841 81,769 0 467,248

346,379 12,641 359,020 6,320 6,320 371,660 0 1,581,147
124,491 0 124,491 0 0 124,491 0 149,871
18,000 0 18,000 0 104,550 122,550 0 927,961

378,300 41,000 419,300 2,000 0 421,300 0 678,500
0 0 0 0 0 0 0 1,063,520

653,190 0 653,190 0 0 653,190 0 863,190
3,355 0 3,355 0 801 4,156 0 54,599

16,349 0 16,349 0 0 16,349 0 213,098
175,981 175,981 175,981 0 175,981

△ 275,690 △ 275,690 △ 275,690 0 △ 275,690
5,496,511 1,587,306 7,083,817 205,465 293,749 7,583,031 0 26,322,893

テキスト　ラベル事業

その他会計

防火対象物点検制
度推進事業

総合計法人会計
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          管理費
            給料手当 0 0 0 0 0 0
            退職給付費用 0 0 0 0 0 0
            福利厚生費 0 0 0 0 0 0
            会議費 0 0 0 0 0 0
            交際費 0 0 0 0 0 0
            旅費交通費 0 0 0 0 0 0
            通信運搬費 0 0 0 0 0 0
            消耗品費 0 0 0 0 0 0
            消耗什器備品費 0 0 0 0 0 0
            印刷製本費 0 0 0 0 0 0
            光熱水料費 0 0 0 0 0 0
            賃借料 0 0 0 0 0 0
            諸謝金 0 0 0 0 0 0
            租税公課 0 0 0 0 0 0
            支払負担金 0 0 0 0 0 0
            研修費 0 0 0 0 0 0
　　　　　　45周年記念式典事業費 0 0 0 0 0 0
          管理費計 0 0 0 0 0 0
        経常費用計 11,937,117 2,828,555 1,951,079 16,716,751 2,023,111 18,739,862
          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 137,362 △ 364,947 682,721 180,412 △ 1,362,271 △ 1,181,859
          当期経常増減額 △ 137,362 △ 364,947 682,721 180,412 △ 1,362,271 △ 1,181,859
   2. 経常外増減の部
     (1)経常外収益
        経常外収益計 0 0 0 0 0 0
     (2)経常外費用
　　　　　固定資産売却損
　　　　　　什器備品除却損 0 0 0 0 0 0
        経常外費用計 0 0 0 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0
          税引前当期一般正味財産増減額 △ 137,362 △ 364,947 682,721 180,412 △ 1,362,271 △ 1,181,859
          法人税、住民税及び事業税 0 0 0 0 0 0
          当期一般正味財産増減額 △ 137,362 △ 364,947 682,721 180,412 △ 1,362,271 △ 1,181,859
          一般正味財産期首残高 △ 4,645,516 △ 1,086,529 101,966 △ 5,630,079 △ 12,750,664 △ 18,380,743
          一般正味財産期末残高 △ 4,782,878 △ 1,451,476 784,687 △ 5,449,667 △ 14,112,935 △ 19,562,602
Ⅱ  指定正味財産増減の部
          当期指定正味財産増減額
          指定正味財産期首残高
          指定正味財産期末残高
Ⅲ  正味財産期末残高 △ 4,782,878 △ 1,451,476 784,687 △ 5,449,667 △ 14,112,935 △ 19,562,602

合計

危険物講習事業 設備士講習事業 点検資格者講習事業 小計科　　　　目

実施事業会計

法定講習事業
防火意識高揚推進

事業
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0 0 0 0 0 0 2,461,826 2,461,826
0 0 0 0 0 0 32,100 32,100
0 0 0 0 0 0 401,398 401,398
0 0 0 0 0 0 98,637 98,637
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 85,060 85,060
0 0 0 0 0 0 61,869 61,869
0 0 0 0 0 0 199,077 199,077
0 0 0 0 0 0 116,325 116,325
0 0 0 0 0 0 111,092 111,092
0 0 0 0 0 0 116,812 116,812
0 0 0 0 0 0 131,405 131,405
0 0 0 0 0 0 207,718 207,718
0 0 0 0 0 0 10,000 10,000
0 0 0 0 0 0 261,119 261,119
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 891,838 891,838
0 0 0 0 0 0 5,186,276 5,186,276

5,496,511 1,587,306 7,083,817 205,465 293,749 7,583,031 5,186,276 31,509,169
10,245,906 446,577 10,692,483 △ 104,490 △ 239,749 10,348,244 △ 3,140,876 6,025,509
10,245,906 446,577 10,692,483 △ 104,490 △ 239,749 10,348,244 △ 3,140,876 6,025,509

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0

10,245,906 446,577 10,692,483 △ 104,490 △ 239,749 10,348,244 △ 3,140,876 6,025,509
0 0 0 0 0 1,719,700 1,719,700

10,245,906 446,577 10,692,483 △ 104,490 △ 239,749 10,348,244 △ 4,860,576 4,305,809
62,115,582 3,399,680 65,515,262 △ 586,924 △ 2,056,384 62,871,954 △ 20,999,266 23,491,945
72,361,488 3,846,257 76,207,745 △ 691,414 △ 2,296,133 73,220,198 △ 25,859,842 27,797,754

0
0
0

72,361,488 3,846,257 76,207,745 △ 691,414 △ 2,296,133 73,220,198 △ 25,859,842 27,797,754

表彰事業 合計
消防用設備等点検
表示制度推進事業

危険物等講習関連
テキスト斡旋事業 小計

テキスト　ラベル事業

その他会計

防火対象物点検制
度推進事業

総合計法人会計
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法　人　名：一般社団法人　滋賀県防火保安協会連合会

平成15年4月1日以後に取得した取得価額30万円未満の資産については、
取得時に費用処理している。

（５）会計基準
平成20年会計基準による。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　定期預金 0 0 0 0
0 0 0 0

1,975,500 160,500 2,136,000 0
1,975,500 160,500 2,136,000 0
1,975,500 160,500 2,136,000 0

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産
　定期預金 0 (0) (0) (0)

0 (0) (0) (0)

0 (0) (0) (0)

0 (0) (0) (0)
0 (0) (0) (0)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他固定資産

什器備品 892,650 892,650 0

　電話加入権 144,000 0 144,000

1,036,650 892,650 144,000

（単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

補助金
県補助金 滋賀県 0 5,366,000 5,366,000 0

財務諸表に対する注記

（２）固定資産の減価償却の方法
什器備品について、税法に基づく定率法による減価償却によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

退職給付引当金について、期末退職給与の自己都合要支給額の相当額を計上している。

１．重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品の棚卸資産については最終仕入原価法によっている。

（３）引当金の計上基準

小計

（４）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科　目

特定資産
  退職給付引当金預金

基本財産

小計

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

合計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

科　目

小計

補助金の名称

５.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

 退職給付引当金預金

小計
合計

（単位：円）

科　目

合　　計

特定資産
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区分 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

特定資産 1,975,500 160,500 2,136,000 0

1,975,500 160,500 2,136,000 0
その他固定資
産

0 0 0 0

144,000 0 0 144,000
144,000 0 0 144,000

目的使用 その他

1,975,500 160,500 2,136,000 0 0

什器備品

法　人　名：一般社団法人　滋賀県防火保安協会連合会

附　属　明　細　書

１．重要な固定資産の明細
（単位：円）

資産の種類

退職給付引当金預金
（特）

特定資産計

退職給付引当金

電話加入権
その他固定資産計

２．引当金の明細
（単位：円）

科　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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第３号議案

令和３年度定時総会の招集（案）

１．招集日時

令和３年５月２５日(火)　１５時００分

２．招集場所

びわ湖大津プリンスホテル

（３）令和３年度「事業計画書」および「収支予算書」について

３．議　　題

（１）令和２年度「事業報告」について

（２）令和２年度「計算書類」の承認について

（４）役員の選任について

− 21 −
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1

(1)

ア 講 習 会 場

イ 講 習 回 数

ウ 受講予定者

(2)

ア 講 習 会 場

イ 講 習 回 数

ウ 受講予定者

(3)

ア 講 習 会 場

イ 講 習 回 数

ウ 受講予定者

(4)

ア 講 習 会 場

イ 講 習 回 数

ウ 受講予定者

危険物取扱者保安講習（法定講習）の実施

危険物取扱者、消防設備士、消防設備点検資格者の法定講習及び講習関連テキ

ストの斡旋並びに消防用設備等点検制度、防火対象物点検制度、地下タンク等・移

動貯蔵タンク定期点検制度の普及推進を行うとともに防火思想及び危険物災害防止

の普及啓発事業を進め、事故及び災害の防止と公共の安全に寄与する。

　危険物取扱者、消防設備士及び消防設備点検資格者の法定講習

大津市１会場

消防法第１３条の２３の規定に基づく危険物取扱者に対する保安に関する講習

の事務を知事から受託し実施する。

県内６会場

延べ２６回（７月・１０月）

２，５００　名

消防設備士講習（法定講習）の実施

消防法第１７条の１０の規定に基づく消防用設備等の工事または整備に関する

講習の事務を知事から受託し実施する。

野洲市１会場

年１回（８月）、３区分４日間

 ４００　名

消防設備点検資格者講習（法定講習）の実施

消防法第１７条の３の３の規定に基づく消防設備点検資格者の資格取得講習の

事務を(一財)日本消防設備安全センターから受託し実施する。

年１回（１月）

第１種　４０　名・第２種　４０　名

消防設備点検資格者再講習（法定講習）の実施

消防法施行規則第３１条の７第２項の規定に基づく消防設備点検資格者の再

講習の事務を(一財)日本消防設備安全センターから受託し実施する。

大津市１会場

年１回（１２月）

第１種　１００　名・第２種　１００　名

令和３年度　　事業計画書
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22

33

(1)

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

(2)

ア

(3)

ア

イ

　消防用設備等点検済証（点検ラベル）の交付事務を行う。

　　講講習習関関連連テテキキスストトのの斡斡旋旋

危険物取扱者試験の受験者等に(一財)全国危険物安全協会が発行するテキストを

斡旋する。

消消防防用用設設備備等等点点検検制制度度、、防防火火対対象象物物点点検検制制度度、、地地下下タタンンクク等等・・移移動動貯貯蔵蔵タタンンクク定定

期期点点検検制制度度のの普普及及推推進進をを行行うう。。

消防用設備等点検済表示制度推進

地下タンク等及び移動貯蔵タンク認定事業者が（一財）全国危険物安全協

会に対して行う認定申請・再認定申請・軽微な変更届けの進達

　消防用設備等点検済表示管理委員会を開催する。

制度のさらなる普及推進と点検実施者の意識の高揚及び点検技術の向上

を図るため、消防用設備等点検済表示制度運用規程第１７条に定める研修

会を開催する。

消防用設備等点検済表示制度の更新登録審査を行う。（１号会員 ４１社、

２号会員　６社）

　消防用設備等点検従事者之証の発行事務を行う。

　消防設備業総合保険の広報と加入促進を行う。

点検実施者及び防火対象物の関係者に対して、この制度に対する認識を

高めるよう広報活動を行う。

防火対象物点検制度推進

(一財)日本消防設備安全センターが交付する防火セイフティマーク等の交付手

続を行う。

防火基準点検済証、防火優良認定証、防災基準点検済証、防火・防災基

準点検済証、防災優良認定証、防火・防災優良認定証の交付を行う。

地下タンク等・移動貯蔵タンク定期点検制度推進

(一財)全国危険物安全協会から「地下タンク等及び移動貯蔵タンクの定期点検

実施制度に関する規定」に基づく次の業務等の一部を受託し実施する。

(一財)全国危険物安全協会が発行する地下タンク等及び移動貯蔵タンク

の点検済証の交付。
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ウ

44

(1)

ア

イ

(2)

ア

イ

(3)

ア

イ

ウ

55

地区協会・設備協会が実施する消防用設備等各種点検制度の普及啓発

等を行う事業について、一定額の助成をする。

（一財）全国危険物安全協会選任の実態調査指導員による地下タンク等及

び移動貯蔵タンク実態調査。

　　防防火火思思想想及及びび危危険険物物災災害害防防止止のの普普及及啓啓発発

　防火意識高揚推進事業

「第３２回防火意識高揚推進大会」を危険物を中心とした防火に関する意

識高揚のため、「６月１０日（木）」にピアザホールにおいて開催する。

（一財）全国危険物安全協会が主催する危険物施設安全推進講演会に出

席する。

危険物施設安全推進講演会　 「６月１０日(木)」

於　大阪市内

《出席者》県下各消防（局）本部職員

　地区協会・設備協会との連携

地区協会が実施する防火思想及び危険物災害防止の普及啓発等を行う

事業について、一定額の助成をする。

　その他の普及啓発

連合会ホームページに講習会をはじめとする各種事業概要の案内等を掲

載する。

連合会ホームページに消防用設備等点検済表示登録会員名簿を掲載す

る。

連合会ホームページに「業務および財務等に関する資料」を掲載し、業務

運営の情報開示を行う。

　　表表彰彰

会員事業所等の防火管理及び危険物取扱並びに消防用設備等の安全に対する意

識の高揚を図るために、防火保安功労者個人表彰と優良事業所表彰等を行い、その

功績を顕彰する。

　表彰は、６月１０日（木）開催の「防火意識高揚推進大会」の席上で行う。
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66

77

(1) 年１回 ５月２５日（火）

(2) 年２回 ５月７日（金）、３月

(3) 年３回 ４月、９月、３月

88

(1)

(2)

(3)

(4)

　　各各種種会会議議のの開開催催

　　研研修修

各地区協会団体等の役職員等を対象に、視野拡大と参加者相互の情報交換を図り

安全思想や防火思想の推進等に寄与するため、県外視察研修を実施する。

定時総会

　　５月７日（金）開催の理事会で正式決定予定。

理事会

各協会事務局長会議

　上記の定例会議のほか、必要に応じてその都度開催する。

　　そそのの他他

　各地区防火保安協会、各消防用設備関係団体等が行う事業に協力支援する。

（一財）全国危険物安全協会及び（一財）日本消防設備安全センターの事業推

進に協力する。

　（一財）全国危険物安全協会主催全国会議・近畿ブロック会議に出席する。

（一財）日本消防設備安全センター主催全国会議・近畿ブロック連絡協議会議

に出席する。
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（単位：円）

予　算　額 前年度予算額 増減 備考

（１）経常収益

0 0 0

基本財産利息収入 0 0 0

0 0 0

特定資産利息収入 0 0 0

0 0 0

入会金収入 0 0 0

1,180,000 910,000 270,000

正会員会費収入 640,000 640,000 0

510,000 240,000 270,000

賛助会員会費収入 30,000 30,000 0

30,016,000 29,343,000 673,000

10,340,000 10,340,000 0

2,156,000 1,972,000 184,000

1,774,000 1,785,000 △ 11,000

13,500,000 13,000,000 500,000

6,000 6,000 0

2,000,000 2,000,000 0

150,000 150,000 0

90,000 90,000 0

6,512,000 6,512,000 0

滋賀県補助金収入 5,367,000 5,367,000 0

795,000 795,000 0

350,000 350,000 0

550,000 2,050,000 △ 1,500,000
会議研修負担金収入 500,000 500,000 0

50,000 50,000 0消防試験研究セン
ター協賛金

地下タンク等点検制
度推進事業収入

防火対象物点検制
度推進事業収入

受受取取補補助助金金等等

全国危険物安全協
会助成金収入

日本消防設備安全
センター助成金収入

受受取取負負担担金金

特特定定資資産産運運用用益益

受受取取入入会会金金

受受取取会会費費

ラベル登録会員会
費収入

事事業業収収益益

危険物講習受託事
業収入

設備士講習受託事
業収入

点検資格者講習受
託事業収入

消防用設備等点検
済表示制度推進事
業収入

点検従事者の証発
行事業収入

危険物等講習関連テ
キスト斡旋事業収入

基基本本財財産産運運用用益益

科　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

　　　　令和３年度　　　収支予算書(案)  　報告事項２

令和３年４月１日から令和４年３月３１日

（収入の部） （単位：円）

予　算　額 前年度予算額 増減 備考

（１）経常収益

0 0 0

基本財産利息収入 0 0 0

0 0 0

特定資産利息収入 0 0 0

0 0 0

入会金収入 0 0 0

1,180,000 910,000 270,000

正会員会費収入 640,000 640,000 0

510,000 240,000 270,000

賛助会員会費収入 30,000 30,000 0

30,016,000 29,343,000 673,000

10,340,000 10,340,000 0

2,156,000 1,972,000 184,000

1,774,000 1,785,000 △ 11,000

13,500,000 13,000,000 500,000

6,000 6,000 0

2,000,000 2,000,000 0

150,000 150,000 0

90,000 90,000 0

6,512,000 6,512,000 0

滋賀県補助金収入 5,367,000 5,367,000 0

795,000 795,000 0

350,000 350,000 0

550,000 2,050,000 △ 1,500,000
会議研修負担金収入 500,000 500,000 0

50,000 50,000 0消防試験研究セン
ター協賛金

地下タンク等点検制
度推進事業収入

防火対象物点検制
度推進事業収入

受受取取補補助助金金等等

全国危険物安全協
会助成金収入

日本消防設備安全
センター助成金収入

受受取取負負担担金金

特特定定資資産産運運用用益益

受受取取入入会会金金

受受取取会会費費

ラベル登録会員会
費収入

事事業業収収益益

危険物講習受託事
業収入

設備士講習受託事
業収入

点検資格者講習受
託事業収入

消防用設備等点検
済表示制度推進事
業収入

点検従事者の証発
行事業収入

危険物等講習関連テ
キスト斡旋事業収入

基基本本財財産産運運用用益益

科　　　　　目

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

　　　　令和３年度　　　収支予算書(案)  　報告事項２

令和３年４月１日から令和４年３月３１日

（収入の部）

− 26 −

報告事項 2



予　算　額 前年度予算額 増減 備考科　　　　　目

1,500,000 △ 1,500,000

2,000 2,000 0

受取利息収入 1,000 1,000 0

雑収入 1,000 1,000 0

38,260,000 38,817,000 △ 557,000

４５周年記念式典負
担金

雑雑収収益益

経経常常収収益益計計
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予算額 前年度予算額 増減 備考

31,609,000 31,775,000 △ 166,000

13,392,000 13,480,000 △ 88,000

給料手当 4,909,000 5,339,000 △ 430,000

臨時雇賃金 0 0 0

退職給付費用 86,000 70,000 16,000

福利厚生費 823,000 887,000 △ 64,000

会議費 282,000 282,000 0

講習会費 234,000 234,000 0

旅費交通費 724,000 724,000 0

通信運搬費 247,000 247,000 0

減価償却費 0 0 0

消耗品費 3,370,000 3,370,000 0

消耗什器備品費 150,000 150,000 0

修繕費 20,000 20,000 0

印刷製本費 443,000 243,000 200,000

光熱水料費 285,000 285,000 0

賃借料 822,000 632,000 190,000

保険料 27,000 27,000 0

諸謝金 580,000 580,000 0

租税公課 180,000 180,000 0

広告料 210,000 210,000 0

3,106,000 3,227,000 △ 121,000

給料手当 1,256,000 1,366,000 △ 110,000

臨時雇賃金 0 0 0

退職給付費用 22,000 18,000 4,000

福利厚生費 211,000 227,000 △ 16,000

会議費 21,000 21,000 0

講習会費 70,000 70,000 0

旅費交通費 119,000 119,000 0

通信運搬費 115,000 115,000 0

消耗品費 666,000 666,000 0

印刷製本費 150,000 150,000 0

光熱水料費 73,000 73,000 0

賃借料 169,000 168,000 1,000

諸謝金 192,000 192,000 0

租税公課 42,000 42,000 0

2,342,000 2,557,000 △ 215,000

給料手当 1,256,000 1,366,000 △ 110,000

臨時雇賃金 0 0 0

退職給付費用 22,000 18,000 4,000

福利厚生費 211,000 227,000 △ 16,000

講習会費 145,000 145,000 0

旅費交通費 37,000 37,000 0

通信運搬費 83,000 83,000 0

消耗品費 116,000 116,000 0

印刷製本費 11,000 11,000 0

光熱水料費 73,000 73,000 0

（支出の部）

科　　　　　　　　　目

（２）経常費用

事業費

危険物講習事業

設備士講習事業

点検資格者講習
事業
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予算額 前年度予算額 増減 備考科　　　　　　　　　目

賃借料 353,000 446,000 △ 93,000

租税公課 35,000 35,000 0

2,863,000 2,818,000 45,000

給料手当 125,000 125,000 0

退職給付費用 2,000 2,000 0

福利厚生費 20,000 21,000 △ 1,000

旅費交通費 317,000 317,000 0

通信運搬費 35,000 35,000 0

消耗品費 690,000 690,000 0

印刷製本費 74,000 74,000 0

光熱水料費 7,000 7,000 0

賃借料 117,000 257,000 △ 140,000

諸謝金 120,000 150,000 △ 30,000

支払負担金 1,356,000 1,140,000 216,000

6,997,000 6,800,000 197,000

給料手当 1,142,000 1,242,000 △ 100,000

退職給付費用 20,000 17,000 3,000

福利厚生費 192,000 207,000 △ 15,000

会議費 195,000 195,000 0

講習会費 45,000 45,000 0

旅費交通費 690,000 690,000 0

通信運搬費 296,000 296,000 0

消耗品費 1,864,000 1,864,000 0

消耗什器備品費 150,000 0 150,000

修繕費 100,000 100,000 0

印刷製本費 450,000 350,000 100,000

光熱水料費 67,000 67,000 0

賃借料 373,000 372,000 1,000

保険料 165,000 165,000 0

諸謝金 60,000 60,000 0

租税公課 338,000 280,000 58,000

広告料 750,000 750,000 0

支払負担金 100,000 100,000 0

2,041,000 2,034,000 7,000

給料手当 249,000 249,000 0

退職給付費用 4,000 4,000 0

福利厚生費 39,000 42,000 △ 3,000

通信運搬費 52,000 52,000 0

消耗品費 1,617,000 1,617,000 0

印刷製本費 2,000 2,000 0

光熱水料費 14,000 14,000 0

賃借料 13,000 13,000 0

租税公課 51,000 41,000 10,000

290,000 300,000 △ 10,000

給料手当 115,000 125,000 △ 10,000

退職給付費用 2,000 2,000 0

福利厚生費 20,000 21,000 △ 1,000

危険物等講習関
連テキスト斡旋
事業

防火意識高揚推
進事業

消防用設備等点
検済表示制度推
進事業

防火対象物点検
制度推進事業
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予算額 前年度予算額 増減 備考科　　　　　　　　　目

通信運搬費 47,000 47,000 0

消耗品費 88,000 88,000 0

印刷製本費 1,000 1,000 0

光熱水料費 7,000 7,000 0

賃借料 7,000 7,000 0

租税公課 3,000 2,000 1,000

578,000 559,000 19,000

給料手当 115,000 125,000 △ 10,000

退職給付費用 2,000 2,000 0

福利厚生費 20,000 21,000 △ 1,000

会議費 44,000 44,000 0

旅費交通費 20,000 20,000 0

通信運搬費 55,000 55,000 0

消耗品費 69,000 39,000 30,000

印刷製本費 53,000 53,000 0

光熱水料費 7,000 7,000 0

賃借料 7,000 7,000 0

諸謝金 186,000 186,000 0

6,651,000 10,657,000 △ 4,006,000

給料手当 2,283,000 2,483,000 △ 200,000

退職給付費用 40,000 33,000 7,000

福利厚生費 383,000 412,000 △ 29,000

会議費 530,000 595,000 △ 65,000

旅費交通費 313,000 313,000 0

交際費 150,000 300,000 △ 150,000

通信運搬費 152,000 152,000 0

消耗品費 272,000 272,000 0

消耗什器備品費 150,000 150,000 0

修繕費 0 0 0

印刷製本費 123,000 123,000 0

光熱水料費 133,000 133,000 0

賃借料 214,000 214,000 0

諸謝金 268,000 268,000 0

租税公課 50,000 50,000 0

支払負担金 390,000 459,000 △ 69,000

研修費 1,200,000 1,200,000 0

3,500,000 △ 3,500,000

38,260,000 42,432,000 △ 4,172,000

0 △ 3,615,000 3,615,000

0 0 0

1,720,000 1,414,000 306,000

△ 1,720,000 △ 1,414,000 △ 306,000

△ 1,720,000 △ 5,029,000 3,309,000

27,797,754 23,171,964 4,625,790

26,077,754 18,142,964 7,934,790

（２）経常外費用

表彰事業

管理費

45周年記念式
典事業費

経常費用計

当期経常増減額

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

　　法人税、住民
税、
　　及び事業税

1,720,000 1,414,000 306,000

当期経常外増減額

Ⅱ正味財産増減の部
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